
2024 年度 事業報告書 

1. 事業総括 

１） 団体の活動基盤について 

2024 年度より、組織の成長プロセスは「最適化」フェーズに入った。2021 年度から継続している、

1on1 ミーティングを 2024 年度も継続実施（14 名）し、問題点や改善点がないかヒアリングを実施し、

大きな問題点はないことを確認した。 
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２） 基本理念・ミッション（再掲） 

■ 基本理念 

多様なコミュニケーションにより人と情報をつなげ、一人ひとりが自分らしく価値を発揮しながら調和した社

会を創ろう 

 

■ ミッション 

現代社会に存在するコミュニケーション上の課題 ※バリアを明らかにし、自助・共助・公助の施策でバリア

に対する気づきと理解を社会全体に広めていく事で、一人ひとりの行動を変えていく 

 

※「バリア」の例 

･ 社会における相互理解を阻害する「コミュニケーションバリア」 

･ 情報へのアクセスを阻害する「情報バリア」  



2. その他の事業成果 

１） 情報化社会の発展を図る活動 
 下記に示す通り、コミュニケーションバリア・情報バリアの解消のためのロビイング活動・提言を行ない、い

ずれも成果を上げることができた。 

 

1 障害児者の情報コミュニケーション推進に関する議員連盟総会出席 
議員立法「手話に関する施策の推進に関する法律（案）」の当事者ヒアリング対応を行い、当事者にとってよ

り実効的な法案となるように意見した。 

 

2 東京都知事選挙の政見放送における問題点に関する声明 
2024 年 7 月 7 日に行われた都知事選の政見放送において、一部の候補者による手話通訳者に対する不適切

な行為が見られたため、改善のための提言を行った。 

 

3 厚生労働省に労災認定基準・パワーハラスメント具体的例の見直しを要望 
2024 年 9 月 19 日に、厚生労働省に対して、コミュニケーションに関する合理的配慮不履行を主な原因と

する労災認定基準・パワーハラスメント具体的例の見直しなどを要望した。 

 

4 デジタル庁「サービスデザイン関連ガイドライン改訂に係る検討会」構成員に伊藤理事長が就任 
2024 年 11 月より、障害者当事者の視点を活かし、情報アクセシビリティの向上に取り組み、誰もが使いや

すいデジタル社会の実現に貢献した。 

 

5 大阪府立生野聴覚支援学校児童事故裁判大阪高裁判決に関する声明表明 
2025 年 1 月 20 日、大阪高等裁判所は、本件に関する損害賠償請求控訴事件において、安優香さんの逸失

利益（事故がなければ将来得られたはずの収入）について、全労働者平均賃金を基準とする算定を認める判決

を下した。この判決に関して当法人は判決を高く評価する旨の声明を発表した。 

 

6 首都圏電鉄会社の緊急時の手話対応についての調査 
首都圏の電鉄会社 7 社に対して、緊急時の手話対応の導入予定について質問し、調査結果をまとめてWebに

公開した。多くの会社が、現段階では手話対応を導入する具体的な計画はないと回答する一方、筆談器や文字

情報を活用した方法で、利用者に情報を提供しているとの回答をいただいた。 

 

（1） 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

1 情報格差の問題意識を高めるための情報発信及び啓発事業 
・ 2024 年 4 月 1０日に開催された「第 19回難聴対策推進議員連盟総会」に当団体伊藤理事長、藤木理事が出

席し、難聴児の学校での合理的配慮には地域格差があり、是正していく必要があると発言した。 

・ 2024 年 4 月 17 日に開催された参議院の「国民生活・経済及び地方に関する調査会」に、当法人伊藤理事長

出席し、「聴覚障害者と情報保障について」というテーマで、聴覚障害者にとっての情報保障、情報格差（教

育、労働、災害、生活各分野における）について、約 20 分間に渡って発表した。 

・ 2024 年 5月 17 日にAdobe社が開催した「Adobe Global Accessibility Awareness Day」にて、当法人

伊藤理事長が「アクセシビリティとインクルージョンを実現するためのデザイン思考」というテーマで講演を

行った。 

・ 2024 年 5月 30 日に緊急記者会見「国連ビジネスと人権作業部会による訪日調査最終報告書の発表を受け

て」が開催され、当法人伊藤理事長が出席し、日本政府のコメントは、具体的な行動計画や具体策を欠いてお

り、現実的な問題解決には不十分であると意見を述べた。 

・ 2024 年 6月 18日に自由民主党ユニバーサル社会推進議員連盟総会が開催され、当法人伊藤理事長が出席

し、「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法の具体的実施について、障害者当事者団

体を含めて議論を進めていただきたい」と発言した。 

・ 2024 年 7 月 17 日に開催されたオンラインセミナー「国連ビジネスと人権ワーキンググループ訪日調査報告

と行動計画（NAP）の改定に向けた課題」に当法人伊藤理事長が登壇した。 

・ 2024 年 10 月 7 日、大阪の Panasonic EXL HUBにて開催された「2024 年度 Panasonic デフ会 CEO

表彰受賞記念イベント」において、当法人伊藤理事長が「会社生活で抱えるモヤモヤ（我慢）を解決するため

に～ 聴覚障害者の職場環境改善 ～」をテーマに講演を行った。 



・ 2024 年 11 月 9 日、日建設計の PYNTにて開催された「これからの建築や都市を考えるための 『インクル

ーシブ･デザイン』とは？」に当法人伊藤理事長が登壇し、「〜見える声、響く思い〜 建築デザインが生み出す

情報アクセシビリティの未来」をテーマに講演を行った。 

・ 近代消防 2024 年 7 月号記事に（浜松市消防局南消防署での手話に関する取り組み）を掲載。 

・ サステナブル・ビジネス・マガジン「オルタナ」に理事代表として、伊藤理事長が花王やファミリーマートな

どの情報・コミュニケーションバリアフリーの取り組みの紹介記事を掲載した。 

 

（2） 情報弱者をなくすための情報提供システムの開発事業 
・ Webサイトを運営し、月平均3,７00 名の方にアクセスしていただいた。 

・ facebook ページの「いいね！」は約 7,２００名(3ページ合計)であり、高い認知度を保っている。 

・ メルマガを９回発行し、約 4,９00 名(昨年比３00 名増加)が購読。 

 

（3） 情報リテラシー向上のための教育事業 
・ 今年度は活動なし。 

 

（4） その他 
・ 第 1３回定期総会を 6/2３に、理事会を ７/２３、3/26に開催した。  



3. 各 PJ チームの事業成果 

 

１） コミュニケーションバリアフリーチーム （吉岡 弘貴） 
 

総括： 

 聴覚障害者の職場での活動事例を共有し、働きやすい環境を考えるきっかけの提供を実施 

 

 活動実績： 

    ・LINE グループでの意見・情報交換のみ 
  



 

２）家族をみんなでカンガエループロジェクト （藤木和子） 
 

 

総括 

ヤングケアラー、CODA・SODA、手話ドラマ等が注目される中、コラボレーションを中心に活動を行っ

た。またメンバーにより、障害児者のきょうだいに関する出版がなされた。 

 

 

活動 

・2024 年 5月『きょうだいの進路・結婚・親亡きあと』（中央法規出版）の出版記念で著者の SODA

藤木和子が芸人のにしおかすみこさんと対談 

・2025年 5月絵本『わたしの声をきいて 4 病気や障害のある兄弟姉妹がいる子どもたちが思っているこ

と』（中央法規出版）を藤木が共同監修  



３）電話リレーサービス普及プロジェクト （山口タケシ） 
 総括 

 2021 年 7 月 1 日より法に基づいた電話リレーサービスの公的運用が開始されて約 4 年が

経過し登録者数が 1万7千人を超えた。（令和7年 3月末現在：15,267名） 

 所感として、これまで IGB が行ってきた様々な活動が形になった成果もあるものの、昨年度

からの登録者増数が 2 千人ほどに留まっており、依然として認知度の低さが伺えるため、本人

確認などの課題点も含めて注視し状況に応じて声をあげていく必要があると考える。 

また、2025 年 1 月 23 日よりヨメテルの運用が正式にスタートしたため、こちらも従来の

電話リレーサービス同様に認知度を広めるべく周知啓発を図っていきたい。 

 

 講演等：1回（延べ参加者数:7名） 

1 主催団体 

神奈川県聴覚障害者福祉センター ボランティア室 

2 自団体主催はなし。今回は「社会生活力講座」の一環で、電話リレーサービスと IT や防災

をテーマにしたもの 

 

 啓発活動 

 普及パンフレット配布：宮前区土橋小学校防災訓練（第４地区民生委員児童委員協議会）  
  



４）手話による医療通訳推進プロジェクト （吉田将明） 

総括 

担当の吉田が筑波技術大学客員研究員として、調査研究事業を中心に取り組みした。医療従事者

の手話言語通訳に対する認識状況をインタビュー調査していくために、研究立案等について討議

を進めていった。他に講義形式で医療通訳について学習できる DVD（動画）の必要性も確認さ

れたことから、手話による医療通訳の学習教材DVDの制作について関係者間で討議した結果、

新たに取り組みしていくこととした。引き続き、2025年度も継続して取り組みしていく。 

  

 

1．調査研究事業 

医療における「やさしい日本語」の有効性検証と通訳者と協働できる教育プログラム開発

（JSPS科研費 JP23K24580、研究代表者：武田裕子教授（順天堂大学））の予算で、医療

従事者と手話言語通訳者が協働できる教育プログラム開発に向けた現状把握を目的とした調査研

究を、吉田が研究協力者として実施した。その方法として、医療従事者の手話言語通訳に対する

認識状況をインタビュー調査で質的に明確化し、および認識状況に関する影響要因を調査するこ

とで課題と対策を整理していく。2024年度はオンラインでのミーティングを中心に、研究立案

等について討議した。引き続き、2025年度に倫理審査委員会への申請などの取り組みをしてい

く。並行して、研究助成申請の検討もしたが、大学の担当である大杉豊教授の諸事情により

2024年度は見送りとなった。 

  

 

2．医療用語手話 DVDの販売 

2024年度に、第 1弾DVDは 125枚、第 2弾DVDは 127枚販売済で、これまでの第 1弾

第 2弾DVDの販売総数は 4,210枚となった。2025年度も継続して販売していく。医療用語

手話 DVDの制作の必要性が確認される一方で、講義形式で医療通訳について学習できる DVD

（動画）の必要性も確認されたことから、手話による医療通訳の学習教材DVDの制作について

関係者間で討議した結果、新たに取り組みしていくこととした。 

 

3．筑波技術大学の医療通訳育成カリキュラム検討 

本取り組みの担当である筑波技術大学の大杉豊教授の諸事情により休止となった。代わりに、手

話による医療通訳の学習教材DVDの制作の取り組みを、2025年度に IGB主体で取り組みして

いくこととした。 

 

 

4．国立がん研究センター研究所の調査研究事業（厚生労働省・文部科学省科研） 

吉田が研究協力者として参画した。糖尿病手話動画の制作に向け、2024年度に続いて取り組み

し、一般公開に向けた編集や最終確認等を実施した。該当動画は 2025年度に一般公開予定であ

る。 
  



（５）インクルーシブ防災プロジェクト （山口タケシ） 

 
活動報告 

● 9 月 13日(金)「防災意識向上のためにろう者としてできること」（東京都立葛飾ろう学校） 

講演講師出務（鈴木義雅） 

参加者：高等部生徒、教職員計 11 名 

 

● ９月 2９日(日) 「防災意識を高めるために自分のできること」（稲城市聴覚障害者協会） 

講演講師出務（鈴木義雅） 

参加者：稲城市聴覚障害者協会会員ら、２0 名 

 

● 11 月 23日(土)  防災講演＆ワークショップ「災害〜災害の基礎〜」（東京都障害者福祉会館） 

講演講師：日本防災士会・中江文隆氏 

参加者：IGB会員ら、19 名 

 

 

 

（６）エンターティメントバリアフリープロジェクト （伊藤芳浩） 
 

活動報告：特になし 

 

 

 

（７）ろう難聴児早期療育支援プロジェクト （伊藤芳浩） 
 

活動報告：ろう難聴児早期療育支援関係団体との連携、難聴議連との連携を実施 

 

 

 

（８）アート活用バリアフリープロジェクト（伊藤芳浩） 
 

活動報告：国立アートリサーチセンターと連携し、美術館・博物館での情報アクセシビリティ向上の啓発事業

として啓発動画（ふかふか TV）に出演 

 

 

 

（９）差別・ハラスメント対応援チーム（伊藤芳浩） 
 

活動報告： 

・差別・ハラスメント相談対応６件 

・パンフレット送付・配布：約 2,000 部 

・パンフレットダウンロード：3,489件 

 


